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1．はじめに

いよいよ本年4月に物流の2024年問題解決に向

けた新物流2法が一部を除き施行される見込みだ。

また、それに関連する政省令等も2月には公布の

見込みで、新物流2法と同時に施行となる。荷主、

運送事業者等にはこれらに規定された義務や努力義

務の実施が求められることとなる。非常に短時間の

中で、これらの確実な実施が求められるため、改め

てその内容について紹介する。また、それぞれ出典

を明記しておくので、ぜひ内容を確認し、実施の準

備をお願いしたい。特に、政省令等は、この原稿執

筆時点（2025年1月26日現在）では公布されてお

らず、政省令案の意見公募時点の案をベースとして

紹介しているため、1～2月に公布見込みの政省令等

を必ず確認して欲しい。

まずは、今回の新物流2法を含む政府の物流の

2024年問題解決に向けた取り組みを時系列で紹介

する。

（一社）運輸デジタルビジネス協議会（TDBC）
　代表理事　小島　薫

特別レポート

新物流2法で求められる荷主・運送事業者等の 
行動変容

図1　「物流革新に向けた政策パッケージ」のポイント
（出典：内閣官房「物流革新に向けた政策パッケージ」 

（令和5年6月2日我が国の物流の革新に関する関係閣僚会議決定）
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/buturyu_kakushin/pdf/seisaku_package.pdf）
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2．我が国の物流の 
革新に関する関係閣僚会議の 
設置と「物流革新に向けた 

政策パッケージ」

2024年4月1日からのトラックドライバーへの

働き方改革関連法の適用により時間外労働時間が年

間960時間に制限されることで、従来通りの輸送能

力が確保できなくなり物流が停滞してしまうのでは

との危機感を持った政府は働き方改革関連法の適用

の1年前となる2023年3月31日に荷主、事業者、

一般消費者が一体となって我が国の物流を支える環

境整備について、総合的な検討を行うための「我が

国の物流の革新に関する関係閣僚会議」を設置。そ

して同6月2日に第2回会議を実施し、

（1）商慣行の見直し

（2）物流の効率化

（3）荷主・消費者の行動変容

について、抜本的・総合的な対策をまとめた「物流

革新に向けた政策パッケージ」（以降「政策パッケー

ジ」）を決定し、公開した（図1参照）。

ここでは、「中長期的に継続して取り組むための

枠組みを、次期通常国会での法制化も含め確実に整

備」とされており、例えば、「1. 具体的な施策」の

「（1）商慣行の見直し」として、「①荷主・物流事業者

間における物流負荷の軽減（荷待ち、荷役時間の削

減等）に向けた規制的措置等の導入」等が掲げられ

ており、後述の物流関連二法の改正により具体化さ

れている。

また、「3. 当面の進め方」の「速やかに実施」と

されている「2024年における規制的措置の具体化

を前提としたガイドラインの作成・公表等」につい

ては、「政策パッケージ」の公開と同時に「物流の適

正化・生産性向上に向けた荷主事業者・物流事業者

の取組に関するガイドライン」(1) が公開されている。

このガイドラインは、法制化に向けた事前準備の

ための資料として大手荷主企業等に積極的に活用さ

れている。

更に、賃上げや人材確保等、早期に具体的な成果

が得られるよう可及的速やかに各種施策に着手する

とともに、2030年度の輸送力不足の解消に向け可

能な施策の前倒しを図るべく、必要な予算の確保も

含め緊急的に取り組むとして「物流革新緊急パッケ

ージ」(2) を2023年10月6日に公開している。

3．新しい標準的な運賃の告示と 
標準貨物自動車運送約款の 

一部改正

そして、「政策パッケージ」（図1参照）での 

「1. 具体的な施策」の「（1）商慣行の見直し」として

掲げられている「⑥トラックの「標準的な運賃」制

度の拡充・徹底」、および「⑤物流の担い手の賃金水

準向上等に向けた適正運賃収受・価格転嫁円滑化等

の取組み」「③物流産業における多重下請構造の是

正に向けた規制的措置等の導入」の具体化として、

2023年8月より、「標準的な運賃・標準運送約款の

見直しに向けた検討会」を開催。その提言を受け運

輸審議会での諮問等を経て2024年3月22日には、

新たなトラックの標準的運賃を告示・施行している。

その中で今回の見直しの背景として、「「物流革

新に向けた政策パッケージ」において、トラックの

標準的運賃について、荷主等への周知・徹底を強化

するとともに、荷待ち・荷役に係る費用、燃料高騰

分、下請けに発注する際の手数料等も含めて、荷主

等に適正に転嫁できるよう、所要の見直しを図るこ

ととされました。」とし、

① 荷主等への適正な転嫁

② 多重下請構造の是正等

③ 多様な運賃・料金設定等

を見直しの柱として提言が公開されている。また、

併せて標準貨物自動車運送約款の一部を改正告示、

既に2024年6月1日より施行されている。

これらの見直しの概要としては、図2の「標準的

運賃」等の見直しのポイントで紹介しており、例え

ば、荷待ち、荷役作業時間の削減、および適正な運

賃の収受を実現するための仕組みとして、これまで
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荷待ち時間については30分を超えた場合の、30分

毎の待機時間料が規定されていたが、荷役作業につ

いても新たに「積込料・取卸料」として規定してい

る。

また、長時間の荷待ち、荷役作業時間の抑制に繋

がる荷待ち・荷役の時間が合計2時間を超えた場合

の割増率5割も新たに規定された。

更に、多重下請けの是正に繋がる仕組みとして新

たに「下請け手数料」（運賃の10％を別に収受）を

設定している。これまでは、荷主から受け取った運

賃から手数料を中抜きしていたが、実運送事業者が

適正な運賃を収受できるようにするために、「下請け

手数料」を加算して荷主、元請け等の委託元に請求

することとなった。

また、改正された「標準貨物自動車運送約款」（以

降「標準運送約款」）では、「運送と運送以外の業務

を別の章に分離し、荷主から対価を収受する旨を明

記」、「荷主、運送事業者は、それぞれ運賃・料金等

を記載した電子書面（運送申込書／引受書）を交付

することを明記」とされており、後述の改正「貨物

自動車運送事業法」（以降「運送事業法」）での「運

送契約を締結するときは、運送の役務の内容および

その対価等を書面に記載して相互に交付」に対応す

るため先行して見直しが行われている。既に運送申

込書／引受書の例示も掲載されている（図3参照）。

4．「流通業務の総合化及び 
効率化の促進に関する法律及び

貨物自動車運送事業法の 
一部を改正する法律」の 

公布と新物流2法

そして、「政策パッケージ」での「中長期的に継

続して取り組むための枠組みを、次期通常国会での

法制化も含め確実に整備」の具体化として2024年

の通常国会で「流通業務の総合化及び効率化の促進

に関する法律及び貨物自動車運送事業法の一部を改

図2　「標準的運賃」等の見直しのポイント
（出典：国土交通省「新たなトラックの標準的運賃を告示しました 

～運賃水準を8％引き上げるとともに、荷役の対価等を新たに加算～」添付資料（別添）より抜粋
https://www.mlit.go.jp/report/press/content/001732088.pdf）
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正する法律」が審議され2024年4月26日に可決成

立、5月15日に公布されている。

これにより、「流通業務の総合化及び効率化の促

進に関する法律」（「物資の流通の効率化に関する法

律」に改名）、および「貨物自動車運送事業法」が改

正され、一部を除き、公布から1年以内に施行とさ

れており、1月10日時点では、2025年4月施行と

されている。

「流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律

及び貨物自動車運送事業法の一部を改正する法律」

の概要は図4の通り。

例えば、「物資の流通の効率化に関する法律」での 

「1．荷主・物流事業者に対する規制的措置」として

は、「①荷主（発荷主・着荷主）、②物流事業者（ト

ラック、鉄道、港湾運送、航空運送、倉庫）に対

し、物流効率化のために取り組むべき措置について

努⼒義務を課し、当該措置について国が判断基準を

策定。」とされている。

改正された「物資の流通の効率化に関する法律」

では、荷主の努力義務として以下のように規定され

ている。

＜荷主の努力義務＞

第三十七条　第一種荷主は、貨物自動車運送事業

者又は貨物利用運送事業者に貨物の運送を委託する

場合（貨物自動車を使用しないで貨物の運送を行う

ことを委託する場合を除く。）には、当該貨物を運送

する運転者の荷待ち時間等の短縮及び運転者一人当

たりの一回の運送ごとの貨物の重量の増加を図るた

め、次に掲げる措置を講ずるよう努めなければなら

ない。

一　�貨物の運送の委託の時から貨物を引き渡し、

又は受け取るべき時までの間に、貨物自動車

運送事業者等が他の貨物との積合せその他の

措置により、その雇用する運転者一人当たり

の一回の運送ごとの貨物の重量を増加させる

ことができるよう、貨物の受渡しを行う日及

び時刻又は時間帯を決定すること。

二　�貨物の受渡しを行う日及び時刻又は時間帯を

図3　運送申込書／運送引受書　例示
（出典：国土交通省「標準貨物自動車運送約款等の一部改正について」（2024年3月22日）

https://jta.or.jp/wp-content/uploads/2024/03/mlit_yakkan_new.pdf）
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決定するに当たっては、停留場所の数その他

の条件により定まる荷役をすることができる

車両台数を上回り一時に多数の貨物自動車が

集貨又は配達を行うべき場所に到着しないよ

うにすること。

三　�運転者に荷役等を行わせる場合にあっては、

パレットその他の荷役の効率化に資する輸送

用器具（貨物自動車に積み込むものに限る。第

三項において同じ。）を運転者が利用できるよ

うにする措置その他の運転者の荷役等を省力

化する措置。

これらは、e-GOV法令検索（https://laws.e-gov.

go.jp/）で確認することが可能だ。例えば、「物資の

流通の効率化に関する法律」（公布の日から起算して

一年を超えない範囲内において政令で定める日施行

分までの場合）については、以下のURLで確認する

ことが可能だ。

https://laws.e-gov.go.jp/law/417AC00000

00085/20250514_506AC0000000023

また、e-GOV法令検索のページから改名前の「流

通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律」を

入力して検索し、施行日を指定することでも確認す

ることができる。

また、「当該措置について国が判断基準を策定」と

されており、改正物流効率化法に基づく基本⽅針、

判断基準、指定基準等については、国交省・経産 

省・農⽔省3省合同会議で協議し、意見募集を経て

政省令として2月に公布、改正物流効率化法に合わ

せて4月施行の見込みだ。

5．改正物流効率化法の 
3省合同会議と 

「合同会議取りまとめ」

改正物流効率化法に基づく基本⽅針、判断基準、

図4 「流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律及び貨物⾃動⾞運送事業法の⼀部を改正する法律」の概要
（出典：国⼟交通省・経済産業省・農林⽔産省「「流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律 

及び貨物⾃動⾞運送事業法の⼀部を改正する法律」の施⾏に向けた検討状況について」資料からの抜粋
https://www.meti.go.jp/policy/economy/distribution/setsumeikaisiryou.pdf）
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指定基準等について協議するための国交省・経産 

省・農⽔省3省合同会議が設置され第1回会合が

2024年6月28日に開催。合同会議取りまとめ素案

の提示や業界団体からのヒアリング等を経て、「合同

会議取りまとめ案」を審議し、2024年9月27日よ

り「合同会議取りまとめ案」に対する意見公募（パ

ブリックコメント）が実施された（10月26日締め

切り、意見提出件数合計875件）。

それを受けて11月11日開催の第4回3省合同会

議で「合同会議取りまとめ案」を審議。パブリック

コメントの結果を踏まえてどのように「合同会議取

りまとめ案」を修正したのかについての資料(3)が公

開されている。どのような背景で規定されたかを知

る上では非常に参考になる資料だ。

そして、11月27日には審議の結果が反映された

「合同会議取りまとめ」(4)が公開されている。

また、併せて以下の「新物効法の施行に向けた

合同会議取りまとめのポイント」も公開されている 

（図5参照）。

6．改正物流効率化法の 
基本方針、判断基準を定める 

関係省令等

そして、その「合同会議取りまとめ」を基に「改

正物流効率化法」の基本⽅針、判断基準を定める関

係省令・告示の制定等に関する意見募集が、2024

年12月2日から2025年1月5日まで実施された。

その結果を受けて最終的な省令等が策定され

2025年2月には公布され、新物流2法と併せて4月

には施行の見込みとなっている。

既に、公布されている見込みなので、ぜひその内

容を確認して欲しい。

参考までに意見募集時点の案としては、以下の

e-GOVパブリックコメントで確認することができ

る (5)。

7．改正運送事業法等に 
関連した規則、省令等の改正等

図4にも記載されているように改正運送事業法で

は、「運送契約の締結等に際して、提供する役務の内

容やその対価（附帯業務料、燃料サーチャージ等を

含む。）等について記載した書面による交付等を義務

付け」された。運送契約の書面での相互交付につい

て、荷主（ここでは真荷主）と運送事業者の双方の

義務となっている点が重要だ。

「改正物流効率化法」は、前述の3省合同会議がオ

ープンに開催され、関係団体のヒアリング等も実施

されており、大手荷主企業もある程度認識している

図5　「新物効法の施行に向けた合同会議取りまとめのポイント」
（出典：3省合同会議「新物効法の施行に向けた合同会議取りまとめのポイント」

https://www.meti.go.jp/press/2024/11/20241127002/20241127002-1.pdf）
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が、この「改正運送事業法」の内容は、現時点でほ

とんどの大手荷主企業、運送事業者が認識していな

いように感じている。実際の改正運送事業法では、

以下のように定められている。

＜書面の交付＞

第十二条　真荷主（自らの事業に関して貨物自動

車運送事業者との間で運送契約を締結して貨物の運

送を委託する者であって、貨物自動車運送事業者以

外のものをいう。第二十四条の五において同じ。）及

び一般貨物自動車運送事業者は、運送契約を締結す

るときは、国土交通省令で定める場合を除き、次に

掲げる事項を書面に記載して相互に交付しなければ

ならない。

一　運送の役務の内容及びその対価

二　�当該運送契約に運送の役務以外の役務の提供

が含まれる場合にあっては、運送の役務以外

の役務の内容及びその対価

三　その他国土交通省令で定める事項

これらは、e-GOV法令検索（https://laws.e-gov.

go.jp/）で確認することが可能だ。例えば、「貨物自

動車運送事業法」（公布の日から起算して一年を超え

ない範囲内において政令で定める日施行分までの場

合）については、以下のURLで確認することが可能

だ。

https://laws.e-gov.go.jp/law/417AC00000

00085/20250514_506AC0000000023

また、e-GOV法令検索のページから「貨物自動車

運送事業法」を入力して検索し、施行日を指定する

ことでも確認することができる。

この中で、書面には「役務の内容及びその対価」

に関する事項も記載することとなっており、前述の

「新しい標準的な運賃の告示」と併せて適正な運賃、

料金の収受を実現するための前提ともなっている。

それに、対応するために貨物自動車運送事業輸送安

全規則が、業務記録における荷待時間・荷役作業等

の記録義務の対象となる車両を、現行の「車両総重

量が8トン以上又は最大積載量が5トン以上の車両」

から、全ての車両に拡大（第8条）との改正が行わ

れている（2024年10月1日公布、2025年4月施

行の見込み）。

また、併せて公開された「貨物自動車運送事業輸

送安全規則の解釈及び運用について」(6)では、運行記

録計は、輸送の安全を確保するための「安全運転管

理」のみならず、労働時間の適正化に伴う「労務管

理（荷待ち時間・荷役時間の可視化を含む）」にも有

効であることから、道路運送車両の保安基準（昭和

26年運輸省令第67号）第48条の2第2項の規定に

適合する車載部を有するもしくは組込型デジタル式

運行記録計を導入することが推奨されるとの記載が

されている。

そして、「改正運送事業法」で、「運送契約に係

る書面への記載事項等」省令で定めるとされてい

る事項を定めるための「貨物自動車運送事業法施行

規則等の一部を改正する省令案」の意見募集(7)が、

2024年10月28日から11月27日まで実施され

た。その意見を受けて省令が2025年1月に公布、

新物流2法と併せて4月に施行の見込みだ。既に、公

布との見込みなので、ぜひその内容を確認してほし

い。

参考までに意見募集時点の案としては、e-GOVパ

ブリックコメント(7)で確認することができる。

ここからは、時系列ではなく新物流2法関連外の

仕組みについて紹介する。

8．トラックGメンによる 
是正指導、荷主勧告制度

また、図1「物流革新に向けた政策パッケージ」

のポイントに掲げられている「④荷主・元請の監視

の強化、結果の公表、継続的なフォロー及びそのた

めの体制強化（トラックGメン（仮称））」について

は、既に2023年7月にはトラック運送事業におけ

る適正な取引を阻害する疑いのある荷主企業・元請

事業者の監視を強化するため全国162名からなる

「トラックGメン」が創設され、活動がスタートして

いる。
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トラックGメンによる悪質な荷主等への是正指導

としては、以下の貨物自動車運送事業法付則第1条

の2※に基づき、荷主等への「働きかけ」、「要請」、

「勧告・公表」を実施しており、活動実績等も国土交

通省のホームページ(8)で公開している。

更に、直近では各都道府県トラック協会の適正化

指導員の中から「Gメン調査員」を2人以上選任し、

トラックGメンと「Gメン調査員」を合わせると

256人以上となる体制に強化されている。

また、それ以外にも貨物自動車運送事業法 第

六十四条の「荷主勧告制度」(9)がある。貨物自動車運

送事業者の違反行為が荷主の指示に基づき行われた

ことが明らかであるときその他当該違反行為が主と

して荷主の行為に起因するものであると認められ、

かつ、当該貨物自動車運送事業者に対する命令又は

処分のみによっては当該違反行為の再発を防止する

ことが困難であると認められるときは、当該荷主に

対しても、当該違反行為の再発の防止を図るため適

当な措置を執るべきことを勧告することができると

されている。

9．「物流特殊指定」、下請法の
買いたたきの運用基準の改正

現行法では、荷主から見て物流事業者は下請け

に該当しないため、代替措置として物流特殊指定 

（特定荷主が物品の運送又は保管を委託する場合の特

定の不公正な取引方法）、荷主と物流事業者との取引

における優越的地位の濫用を効果的に規制するために

指定された独占禁止法上の告示が行われている (10)。

今後は、下請法の改正により物流事業者を下請法

の対象にする方向で検討されている。また、併せて

契約関係のない着荷主と実運送事業者間についても

規制するとの議論も行われている。また、先行して

下請法の買いたたき基準が「標準的な運賃」となる

ような改正も行われている(11)。

10．おわりに

政策パッケージおよび新物流2法の目指すところ

は、トラックドライバーの適正な労働時間と適正な

賃金の両立による持続可能な物流の実現だ。そのた

めには、これまでの悪しき商慣行からの脱却とサプ

ライチェーン全体での効率化が必須となる。荷主と

運送事業者等の関係者全体がそれを理解し、連携・

協力し、実践していくことが絶対条件となる。

既に、2024年を越え、輸送力不足、ドライバー

不足が更に深刻な状況となっている。今、まさに双

方の行動変容が求められている。
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